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議 題４



１．水道施設整備に係る国予算等について
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令 和 ３ 年 度 水 道 施 設 整 備 関 係 予 算

（単位：百万円、％）

区 分
令 和 ２ 年 度
予 算 額

（Ａ）

令 和 ３ 年 度
予 算 額

（Ｂ）

対 前 年 度
増 △ 減 額
（Ｂ－Ａ）

対前年度
比 率
（Ｂ／Ａ）

水 道 施 設 整 備 費
[ 69,395]

47,995
( 80,210)

41,210
10,815
△6,785

115.6
85.9

水 道 施 設 整 備 費 補 助
[ 23,749]

16,749
( 25,749)

16,749
2,000
0

108.4
100.0

指 導 監 督 事 務 費 等
[ 87]

87
( 87)

87
0
0

100.0
100.0

災 害 復 旧 費
[ 356]

356
( 356)

356
0
0

100.0
100.0

耐 震 化 等 交 付 金
[ 37,104]

22,704
( 52,704)

22,704
15,600

0
142.0
100.0

東 日 本 大 震 災
[ 8,099]

8,099
( 1,314)

1,314
△6,785
△6,785

16.2
16.2

水 道 施 設 整 備 費

(※災害復旧費(東日本含む)を除く)

[ 60,940]
39,540

( 78,540)
39,540

17,600
0

128.9
100.0

注１：厚生労働省、内閣府（沖縄）、国土交通省（北海道、離島・奄美、水資源機構）、復興庁計上分の総計。
注２：百万円単位未満を四捨五入しているため、合計額は一致しない。
注３：令和２年度予算額欄の上段［ ］書きは、災害復旧費と東日本を除き、令和元年度補正予算額を含んだ額。
注４：令和２年度予算額については、臨時・特別の措置分を除いている。
注５：令和３年度予算（案）欄上段（ ）書きは、災害復旧費と東日本を除き、令和２年度第３次補正予算（案）を含んだ額。 ２



水道施設整備費 年度別推移（平成28年度予算～令和３年度予算案）

注１）内閣府（沖縄県）、国土交通省（北海道、離島・奄美地域、水資源機構）計上分を含む。
注２）平成25年度以降は、前年度補正予算額を翌年度に繰越し、翌年度当初予算額と一体的に執行していることから、当該補正予算額は翌年度の執行可能額に計上。
注３）億円単位未満を四捨五入しているため、合計額は一致しない。

○国は、令和３年度当初予算で水道施設整備費に４１２億円を計上。災害復旧費を除く実質的な整
備費は３９５億円。

○水道施設の耐災害性強化対策を推進するため、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化
対策」に基づき、令和２年度補正予
算で３９０億円を計上。令和３年度
当初予算と合わせると７８５億円の
計上。

28年度予算額＋
27年度補正予算額

29年度予算額＋
28年度補正予算額

30年度予算額＋
29年度補正予算額

01年度予算額＋
30年度補正予算額

(臨時・特別の
措置を含む)

02年度予算額＋
01年度補正予算額

(臨時・特別の
措置を含む)

03年度予算額＋
02年度補正予算額

600億円

400億円

200億円

1000億円

800億円

当初：205億円
(公 共)

当初：130億円
(非公共)

補正：285億円
(公 共) 35億円

(非公共)250億円

当初：186億円
(公 共)

当初：169億円
(非公共)

補正：400億円
(公 共)240億円

(非公共)160億円

当初：176億円
(公 共)

当初：199億円
(非公共)

補正：300億円
(公 共) 52億円

(非公共)248億円

当初：178億円
(公共)

当初：213億円
(非公共)

補正：204億円
(公 共) 4億円

(非公共)200億円

臨時・特別

325億円
[補 正]

(公 共) 66億円

[当 初]
(公 共) 40億円

(非公共)219億円

当初：168億円
(公共)

当初：227億円
(非公共)

補正：214億円
(公 共) 70億円

(非公共)144億円

臨時・特別

211億円
(公 共) 20億円

(非公共)191億円

当初：168億円
(公共)

当初：227億円
(非公共)

補正：390億円
(公 共) 90億円

(非公共)300億円

620億円
(当初335億円)

755億円
(当初355憶円)

675億円
(当初375億円)

595億円
(当初391億円)

920億円
(当初650憶円)

公 共：水道施設整備費補助金

→簡易水道やダム等の施設の整備事業に対する財政支援

非公共：生活基盤施設耐震化等交付金

→水道施設の耐震化や水道事業の広域化に資する施設整備事業に対する財政支援

※交付金の創設（平成26年度）以前は当初予算、補正予算ともに水道施設整備費補助金で対応

609億円
(当初395億円)

820億円
(当初606憶円) 785億円

(当初395憶円)
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水 道 施 設 に お け る 防 災 ・ 減 災 、 国 土 強 靭 化 の
た め の ５ か 年 加 速 化 対 策

防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」（平成30年度～令和２年度）に基づき実施
してきた水道施設の停電、土砂・浸水災害対策及び管路等の耐震化について、新たに閣議決定
された「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」に基づき加速化・深化を図り、
水道施設の耐災害性強化を推進する。
☞ 計画期間：令和３～７年度（５か年）
☞ 令和３年度予算額：３９０億円（※令和２年度第３次補正予算で措置）

停電・土砂災害・浸水災害対策の加速化・深化 [公共] 上水道管路の耐震化の加速化・深化 [非公共]

４



２．水道施設の耐震化について

５



管 路 の 経 年 化 の 現 状 と 課 題

６

➣全管路延長（712,290㎞）に占める法定耐用年数※（40年）を超えた延長の割合は16.3％（平成29年度）

※減価償却費を計算する上での基準年数（計画的に更新を実施している水道事業者の実績の平均では56年）

➣現状の年間更新実績は、更新延長：4,971㎞、更新率：0.70％（平成29年度）

➣今後20年間で更新が必要な管路は、1981年以前に整備された173,900㎞、全体の24％程度と予測され、こ

れらを平均的に更新するには、1.22％程度の更新率が必要。



本 県 の 上 水 道 施 設 の 耐 震 化 ( 耐 震 適 合 ) 率

○平成30年度末現在における県内の上水道施設の耐震化（耐震適合）率は、浄水場が

52.9％、配水池が62.9％、基幹管路が32.0％となっている。

○配水池の耐震化率については着実に増加しており、また、浄水場の耐震化率につい

ても平成30年７月豪雨災害により県内各地で施設が被災した結果、前年度より低下

しているが、全国的には高水準にある。

○一方、基幹管路の耐震適合率については、着実に増加

しているものの、依然低水準にある。

区 分
30年度末
（％）

29年度末
（％） 増 減

30年度末
全国平均
（％）

30年度末
全国順位

（29年度末）

浄 水 場 52.9 53.9 ▲1.0 30.6
７位

（５位）

配 水 池 62.9 59.7 3.2 56.9
11位

（13位）

基幹管路 32.0 29.2 2.8 40.3
34位

（36位）

県内上水道施設の耐震化の状況
＜大阪北部地震による送水管の破裂＞

７



水 道 施 設 の 耐 震 化 ( 耐 震 適 合 ) 率 の 推 移

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

全国値 16.3 16.8 18.7 19.7 21.4 22.1 23.4 25.8 27.9 29.1 30.6

愛媛県 8.6 11.4 27.6 35.3 40.8 43.5 47.9 49.7 51.0 53.9 52.9

16.3 16.8

18.7 19.7
21.4 22.1 23.4

25.8
27.9 29.1 30.6

8.6
11.4

27.6

35.3

40.8
43.5

47.9
49.7 51.0

53.9 52.9
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（％）

全国値

愛媛県（ ）は全国順位

（7位）
（5位）

（5位）

（27位）

（11位）

（27位）

（9位）

（7位）（6位）

（5位） （7位）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

全国値 29.3 34.5 38.0 41.3 44.5 47.1 49.7 51.5 53.3 55.2 56.9

愛媛県 19.1 27.0 37.2 43.1 43.5 45.8 48.2 52.0 57.9 59.7 62.9
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（25位）

（16位）

（29位）

（16位）

（14位）
（13位）

（11位）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

全国値 28.1 30.3 31.0 32.6 33.5 34.8 36.0 37.2 38.7 39.3 40.3

愛媛県 13.5 14.7 16.6 20.1 21.0 23.2 23.2 23.9 25.6 29.2 32.0

28.1 
30.3 31.0 

32.6 33.5
34.8
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38.7 39.3
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（仮称）高橋浄水場整備事業（今治市）の進捗状況
＜出典：今治市水道だより第５号＞

基 幹 管 路

８

浄 水 場 配 水 池



水道管路は、高度経済成長期に多くの延長が布設されているが、これらの多くは耐震性
が低く、震災時の安定給水に課題がある。全国の耐震適合性のある基幹管路の割合は
40.3％にとどまっており、事業体間、地域間でも大きな差があることから、全体として
底上げが必要な状況。

基幹管路の都道府県別耐震適合率（平成30年度末）

（出典：水道統計）
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３．新型コロナウイルス感染症対策について
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人(累計)人(１日当たり) 新型コロナウイルス県内感染者数の推移

１日当たり 累計

県内の新型コロナウイルス感染症の発生状況

感 染 者 ９４０人

自宅療養等 ９５人

入 院 中 １０６人

医療機関 ６９人

軽 症 ６６人

重 症 ３人

宿泊療養施設 ３７人

死 亡 １７人

退 院 ７２２人

○県内では、昨年３月２日に初の感染者が確認されて以降、本年
１月24日までに940人の感染者を確認。

○特に、昨年11月下旬以降は感染者が急増し、高水準で推移して
おり、深刻な状況。

○全国でも、感染拡大が続く11都府県に緊急事態宣言が再発令さ
れるなど、｢第３波｣の勢いに歯止めがかからず、収束が見通せ
ない状況となっており、このままの状況が続けば、医療提供体
制等に重大な影響を生じるおそれ。

県内の発生状況等

第１波
第２波

第３波

８月８日
100人超え

11

11月22日
200人超え

11月28日
300人超え

12月26日
400人超え

１月５日
500人超え

１月８日
600人超え

１月12日
700人超え

１月17日
800人超え

１月22日
900人超え



新型コロナウイルス感染症対策（松山市及び宇和島市の取組み）

国民生活・国民経済の安定確保に不可

欠な業務を行う事業者（別添に例示）
については、十分に感染拡大防止策を

講じつつ、事業の特性を踏まえ、業務

の継続を要請する。

松山市公営企業局の取組み

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針
(令和２年３月28日 新型コロナウイルス感染症対策本部)

宇和島市水道局の取組み

（
別
添
）

以下の事業者等については、「三つの密」を避け
るための取組みを講じていただきつつ、事業の継
続を求める。
３．国民の安定的な生活の確保
・自宅等で過ごす国民が、必要最低限の生活を
送るために不可欠なサービスを提供する関係
事業者の事業継続を要請する。
①インフラ運営関係（電力、ガス、石油・石
油化学・ＬＰガス、上下水道、通信・デー
タセンター等）
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新型コロナウイルス感染症の影響による水道料金の支払い猶予等

各水道事業者におかれては、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた生活福祉資金貸付制

度における貸付対象者をはじめ、一時的に水道料金の支払いに困難を来している者を対象とし

て、その置かれた状況に配慮した支払い猶予等の対応や料金未払いによる機械的な給水停止の

回避等、柔軟な措置の実施を検討いただくようお願いする。

【令和２年３月18日付け厚生労働省水道課長通知】

県内では、全水道事業者が給水停止を行うことなく、支払い

猶予の措置を講ずることとしている。

13

➢新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた水道料金の支払い猶予等の実施状況について
は、これまで定期的な調査にご協力いただくとともに、情報共有を図ってきたところ。

➢今後も継続して調査が実施される予定ですので、引き続きご協力をお願いします。

＜参考：全国の支払い猶予の状況（令和２年12月15日現在）＞ （単位：件、円）

家 事 用 家 事 用 以 外 合 計

相談件数 猶予件数 猶予金額 相談件数 猶予件数 猶予金額 相談件数 猶予件数 猶予金額

59,150 45,978 741,754,999 10,877 8,910 1,959,809,133 70,027 54,888 2,701,564,132


